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交通需要分析 と予測モデル

正 司 健 一

1

くユラ

交通需要は,交 通サービスの生産と消費の同時性ないし非移転性のために,

交通現象を規定する重要な地位を占めている。交通企業にとっては,経 営戦略

を樹立するために交通需要予測が不可欠である。また,政 府 ・地方自治体など

計画当局でも同様である。予測される交通需要は,個 々の全く異質な消費者行

動の集合であ り,そ の際,交 通サービスを自己生産,自 己消費する自己運送の

存在にも注意を払わねばならない。

従来,交 通需要の分析Y'つ いては,そ の個別性,異 質性を意識して行われ

ているとい うよりも,個 別的交通需要をグループ化 して計量分析手法を導入す

ることに終始 している。このような経験的 ・計量的モデルの開発に集中したの

は,交 通需要の急激な増加V'対 して社会的資本の整備が遅れ,交 通投資計画の

樹立が急がれたことも大きな理由であろう。

たしかに,交 通基礎構造のもつ,巨 額の建設費,懐 妊期間 ・耐用年数が長い

こと,不 可分性があることなどの特性は,的 確な霈要予測が投資計画の策定Y'

とっては不可欠であることを示唆する。需要予測は単Y`規 模の設定のためだけ
くわ

ではな く,各 投 資案 の評価 のためY'も 必要であ る。

最近,需 要予測 モデルや需要分析の研究に若干の変化が生 じてきてい る。そ

(1)以 下で取扱 う交通需要は,特 定地域内の,人 の動きのことをさすことにす る。した

がって貨物交通の問題が捨象されている一方で,基 本的には,単 に一交通機関だけへ

の需要を考えているのでもない。

全域的なモデルと,そ の批判については,秋 山 〔1〕。

(2)例 えば,正 司 〔46〕参照。
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れは,個 人の交通行動の構造により注意 を払った アプローチの台頭である。

逆に言えば,従 来は移動に対する意思決定過程にはあまり注意が払われてお ら

ず,実 質上,交 通それ 自体が需要されているとい う考え方になっていたのであ

る。特に,こ れまでの単なる需要追随型の投資計画が,財 源 ・空間的制約や環

境上の問題などにより実際的困難に直面するようになるにつれて,交 通 コント

ロールを意図す る交通需要分析が要請されるようになった。 自動車交通量の削

減や,公 共交通機関等の現存の施設の最適利用を達成するなどの各種の政策の

立案 ・実施(小 規模の投資案の評価も含めて)の ためには,広 範囲にわたる影

響や政策を把握できる交通需要モデルの開発が必要である。換言すれば,環 境

の変化 とともに,よ り短期的な,広 範な変数を取入れた,適 切なモデルが不可

欠 となったのである。

本稿の目的は,こ のようなモデルの動向の変化を追求しつつ,従 来ともすれ

ば忘れ られがちであった交通需要を規定する影響要因を近年の研究 に基 づ い

て,整 理すること,さ らにそのモデル化の方向か ら,交 通需要の分析手法セヒつ

いての展望を行 うことにある。その場合,移 動行動に対 して直接影響すると思

われる交通サービスの属性だけでなく,そ の発生 ・吸引に対する制約条件も把

握することが大切である。

皿

これまでは,通 常,以 下で説明する二つのタイプの需要予測モデルを利用し

て研究が行われてきた。その共通 した特微は,対 象地域内の各ゾーンな らびに

対象地域全体の代表値を用いて分析を行い,交 通量をゾーソ単位で取扱 う,い

わゆる集計型モデル(aggregatemode1)で あるとい う点にある。
くヨラ

(1)段 階型交通需要推計 モデル(sequentialtraveldemandmodel)

(3)よ り詳細な説明は,例 えば佐佐木 〔44〕参照のこと,実 用的に現在のところ主力と

なっているのは周知のとお りである。
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都市交通は総合的な観点か ら把握されるべきであり,従 って都市における人

の動きに着 目して需要予測を考えるとい うより適切なアプローチの手段として
くの

開発 されたモデルである。以下で説明するようにパーソソ ・トリップ調査を基

礎にして段階に分けて推定を行ないモデルを作成する。

その実際の手続は,ま ず,対 象地域内の交通生成量,さ らに各ゾーンの交通

発生 ・吸引量を推定する。次に各ゾーソ間の交通量(分 布交通量)を 推定 しO

D表 を作成する。それか ら交通手段選択 モデルを用いて,各 交通機関別の交通

量を求め,さ らY'各々のルー トごとに配分する作業を行 うのである。

このように,4種 類の交通選択一 何回 トリップするか,ど こへ行くのか,

どの交通手段を使うのか,ど のルー トを選択するのか を段階的に取扱 う手

法の欠点は,こ のようなプロセス自体にある。このようYom-.各段階ごとに行 うこ

とは実用上は長所ともなるが,各 種の非斉合性や作業の複雑化などの問題点を

ひきお。すのである(1)瀕 者の移動 ・あた。ての,・ のよう臆 思決定鍛 階

的に(そ れ も相互のフィー ド・バ ック関係はあまり考えられずに)取 扱 うこと

は,け っして望ましいものではないし,構 築されたモデルが交通行動に固有な
くの

理論を表わしていることを保証できるものではない。

(2)集 計同時型モデル

ー方で,交 通における選択は各段階ごとに独立 してなされることなどほとん

どないとい う現実の認識に基づいて,デ ータ及び交通量は集計値で取扱われた
くの

ままであ るが,交 通選択 を同時的に モデル化す るアプローチが開発 されている。

これ らのモデルにおい ては,ゾ ーソペ ア間に生 じる(な い しある地域で発生す

る)交 通手 段別,目 的別 の トリップ数を,発 ゾーンの人 口,世 帯数,そ の社会

(4)我 が国においては,昭 和41年 福岡市で行われたものが最初である。

(5)近 藤 〔34〕p.108ま た,段 階の踏み方も各種ある。SeniorandWilliams〔45〕

その簡略化についても考察されている。O.E.0・D.道 路研究委員会 〔39〕

(6)GoodwinandHensher〔12〕p.3

(7)例 えばQuandtandBaumol〔41〕
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経済的特性などと,着 ゾーンの活動 レベルの適当な指標,お よび他の社会経済

的特性 ・土地利用特性と,さ らに,ゾ ーン間で利用する(な いし分析対象 とな

る)交 通手段 とその代替手段の所要時間,費 用,そ の他の諸属性の関数 として

表現するものである。

したがって,人 々の行動様式の変化を適確に予測するようなモデルを作成す

るとい うよりはむしろ特定の目的のために有効なモデルの作成を可能にする。

例えぽ,公 共輸送機関の需要量に対する,運 賃,所 要時間,そ の他の特性の変

化の影響を分析するために利用されてきている。このような短期的で局所的な

効果の推定には,操 作性の高いこのタイプのモデルは有益であろz<8)」o

しかし,分 析において利用 される影響要因には相互に関係があることが多い

ために,推 定において困難な問題が生 じる。例えば,交 通企 業が 提供 してい

る交通用役の質とその価格の間には トレー ド・オフ関係があるだろう。すなわ

ち,質 を向上させるためには,サ ービスの供給費用 もかか り,し たがって価格

に も影響を与える。適切な変数の選択,並 びに構造式の設定に大きな注意を払
くの

わねば な らないであろ う。

皿

これ らのモデルに対 して,特 に近年にな って発達 して きた ものに
,非 集計 行

動 モデル(disaggregatebehaviouralmodel)が あ る。

これ は当初,特 定 の起終点 と目的 とを もつ移動 に対 して競合す る二つ の交 通

くユの

手 段間の選択を解 明す るために開発 された ものである。それ には段階型 のモデ

ル も同時型 のモデル もあ るが,そ の最大の特微 は,行 動 におけ る意思決定主体

(8)こ れ は,需 要の弾力性についての分析として,と らえることが可能である。Kemp

〔32〕参照,そ の他,Frankena〔8〕,Rao〔43〕 をみよ。

(9)例 えば,Frankena〔8〕 は,乗 客数を最大にするとい う仮定を導入 して,モ デル

を同時方程式化 し,二 段階最小二乗法を利用 して推定している。

(10)例 えばQuarmby〔42〕
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としての個人(な いし家族)を はっきりと意識している点Y'あ る。したがって

その従属変数は選択確率である。 ・

このようなモデルは近年各種の交通政策に敏感に反応す るモデルが必要にな

るにつれて急速に発展してきている。特に段階型推計モデルの交通手段選択モ
くエ　ラ

デルが,ほ とんど理論的背景を持たないア ドホックなものであったことは,経

済学 と必理学 とを理論的基礎とする非集計行動モデルへの期待が高まった因と

なったのである。この場合,各 個人は効用を最大化する(移 動に伴 う負の効用

を最小化する)合 理的な選択活動を行 うとい う明確な行動仮説が設定されてい
Q2

0)

ゾーンレベルでの統計的な集計値ではな く,各 個人の選択行動と社会経済的

特性についての情報を用いることは,収 集 したデータをより効率的に使 うこと

を意味する。さらに個人の社会経済的特性 と利用可能な交通手段のいろいろな

属性に応 じて選択行動を表現 しているわけであるか ら,い ったん適切なモデル

が推定されたならば,他 の地域へも転用が可能なはずである。これ らのことは,

信頼性のあるデータを全域にわたって収集することの困難 さと考え合わすと実
ロの

用上 の大 きな利 点 となる。

予測す る際には空 間的,時 間上,人 口統計学 上の集計 作業 を行 な うことか ら

も,非 集計的手法が集計的手法 と根 本的Y'対 立す るものであ るとい う主張は誇

(11)高 田 〔47〕p.305

(12)モ デルでは,個 人kの 確率効用関数を,そ の社会経済的特性(Xk)と 交通手段iの

諸属性(Sの で表現 し,こ の分布関数に適当な分布関数(極 値分布タイプ1)を 仮定

したうえで,こ の効用を最大化する個人の確率を表現している。すなわち,Ptx=eXP

{U(Xk,S`)}/甼exp{U(Xゴ,Sy)},さ らにUが 一 連 の 要 因 につ い て 線 形 で あ る と仮

定 し,多 項 ロジ ッ トモ デル を 導 出 してい る。 よ り詳 しい 説 明,実 証 例,な らびに 理 論

的 問題 点に つ い て は 以下 の文 献 も参 照せ よ,McFadden〔36〕,Westin〔49〕,Dome-

ncichandMcFadden〔7〕,Hauzinger〔14〕,中 西 〔38〕,高 田 〔47〕。

(13)特 に,地 域 差 な どを反 映 す る社 会 経済 的 諸 変 数 で の適 切 な 修 正 が 必要 で あ る。 この

分 野 の 問題 につ い て はWatsonandWestin〔48〕(た だ し,妥 当 な修 正 が 行 われ た

モ デル で は な い)Ben-AkivaandAtherton〔3〕PP・232～233な ど参 照 の こ と。
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張であるかもしれない。分析 しなければならない問題に応 じて,そ れぞれ適 し

たモデルがあると考えるべきかもしれない。 しか し,個 人の選択行動を再現す

るこの非集計行動モデルの開発は,交 通需要の分析な らびにその予測について

大きな貢献をしていることも事実である。一方で,研 究の進展はその設定して

いる仮定の持つ限界も明らかにしている。以下では,非 集計型モデルの発達 と

ともに特に顕著になってきた,交 通需要の決定因の多次元化(予 測モデルの実

証的適合度の向上に貢献 し,またその応用範囲も広げている)に ついて,特 に体

系だった変数の選択について触れたのち,一 つの重要な概念 「コス ト」(Gene-

ralisedCost)に ついての説明を行 う。

個人の行動に焦点をあてた非集計行動モデルでは広範な説明変数の導入が図
ロの

られている。交通需要は,通 常の場合,移 動過程自体でその欲求が満たされる

のではなく,他 の本源的な目的(到 着地でなされる活動)を 実現するための派

生需要として発生する。それゆえに,目 的地へ移動 した結果発生す る便益と,

その移動を行 うのに付随す る 「犠牲」との トレー ド・オフを前提にしていると

考えられ る。 ここでの 「犠牲」(言い換えれば負の効用)は,利 用可能な交通手
リ ロ の

段,ル ー トなどに関す る選択肢 の間 の トレー ド・オ フの純 効果 である。

当然 の ことなが ら,移 動 に伴 う貨幣的費用を考慮 しただけでは充分で ない。

早 くか ら,そ れ以外の要因一 特に所要 時間一 が非常 に重要 であ るこ とにつ

いて は意見は一致 していた。だが,従 来 の実証的研究 において は
,価 格水準 と

所要時間 の2要 素 だけで,そ の他の交通サー ビス の質的内容については,単 に

指摘 され るだけであ った。 しか し,行 動論的観点を とるこ とは,態 度調査技法

(14)そ して,こ の傾向は,IIで 説 明した集計型モデルにも影響 している。例えばFran-

kena〔8〕,Rao〔43〕 。定性的な分析としては,鉄 道業に議論が限定 されているが,

関西鉄道協会 〔31〕が適切に整理されている。

(15)GoodwinandHensher〔12〕p.25
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くエの

の導入とあいまって,移 動属性の多次元化をもた らしたのである。

もちろん,時 間要素の重要性はけっして過小評価されてはな らないが,快 適

性とか便宜性とか,安 全性,正 確性などの諸要素を無視 してはな らない し,こ

のようなサービスの質的内容が大部分,価 格水準と所要時間の2要 素に反映さ

れているとは言い難い。特に今 日のように,広 範囲な交通政策の樹立,評 価の

ためには,こ れ らの変数が不可決である。

さりとて無秩序に組み入れるわけにはいかない。まず選定された属性は,妥

当な正確性と客観性をもって計量化可能でなければならない。 したがって,数

量化の工夫,代 理変数の使用,適 当な細分化などにより,量 的なフレームワー

クへ重要な属性を含める手法が見出されなければならない。

Hensher=McLeod〔24〕 は,慎 重に考慮されたアプローチを用いて,広 範

で適切な変数を,適 切に政策評価できる単位(PolicySensitiveUnit;P

SU)で 定義 している。彼 らは,訪 問調査やグループ・セッションを通 じて,

全般的な要因として時間,費 用,快 適性,利 便性の4要 素を把握 したうえで,

特に抽象的な概念を表わ している快適性と利便性の内容の把握に努めた。そ し

てその内容(態 度尺度による)と 行動の関係を考え,一 方で この態度 より測定

された変数を政策評価できる単位で計測可能な変数に関連させ,両 者を合わせ

て,行 動をより広範な,政 策評価可能な変数に関連づけているのである。

さらに,実 際の通勤 トリップか ら,通 勤者自身と各人に付けた助手 とで各種
くユの

のデータを記録 し,こ れ よ り30の 変数について検討を行 っている。そ の結果,

式 の統 計上 の説明力に有効 に貢献す る独 自の影響力を持 つ適 切な変数 として次

の7個 をあげてい る。(こ れは,費 用,時 間に付加 され るべ き変数 であ る。)

す なわち,利 用交通手 段の平均停車時間,単 位乗車時間当た り停 車回数,移 動

(16)HensherandMcLeod〔24〕pp.77～78.分 析において,態 度と行動の間にはフィ
ー ド・バ ック関係があることにも注意すべきである。Dobson,etal.〔6〕

(17)基 本 となるデータは,1973年 シ ドニー郊外で調査されたもので,さ らに1974年11月

そ の解答者の中から協力を求めてこの追加調査を行っている。
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に要する時間に対 して風雨にさらされる可能性のある時間の割合,一 編成の全

座度数,立 席者が輸送容量の75%を 超えるまでの乗車時間,空 席率,移 動に投
くユわ

入される努力(effort)で ある。

このように して選ばれた変数が人間の意思決定 と関連 した適切なものである

か,そ の他の重要な変数はないかなどについては今後さらV'検討されなければ
くユの

ならない。その際にはもちろん,符 号条件を満足 しているか,モ デル式に有効

な貢献をする独自の説明力を持つものかなどを検討せねばならない。他方,同

一の要因を測定することになるような変数は統合 されるべきであるが,質 の違

うものまで統合 してはな らないことも当然である。

上述の研究はもっぱ ら移動に伴う負の効用に関連するものであって,目 的地
ロの

で得 られ る効用に関す るものではない。 この面で の研究は不十分であ る。

非集計行動モ デルの考え方か ら理解 し うる ように,こ の アプ ローチを用い る

ことに よって,各 個人が当該移 動に対 して認 める価値(最 小化 しよ うとす る負

の効用の大 きさ)に 接近で きる 可能性があ る。 投資案の評価 においては,投

資が実現 された結果発 生す る,移 動上 の属性 の変化(例 えば時間短縮)に よっ

て,社 会全体 に対 して どの程度 の便益が発生す るかを知 ることが必要であ る。

現在 のところまだ社会 に対 す る価値 を評価す る手法が確立 していないので,行

動分析か ら得 られ る,そ れ らの属性 の変化に より個 々の移動者が得た便益の大

きさを研究す ることは有意義 な ように思われ る。

交通需要Qを,目 的地で入手 可能な便益か ら所 要 時 間(T)と 貨 幣的費用

(18)彼 らのモデルは,通 勤における(代 表手段)鉄 道と自動車の間の選択を考えたもの

であ り(混 合 トリップ等の問題は,一 応捨象されており,そ れは,ま た,本 研究の一

つの問題点である),こ れ ら7変 数のうち,全 座席数,立 席老が輸送容量の75%を 超

えるまでの乗車時間,空 席率の3変 数は,鉄 道のみで∫絶対値で測 り,そ の他4変 数

は,両 者の間の差を用いている。努力は,Goodwin〔10〕 の定義した概念であ り,人

間の行動にあたってのエネルギー消費量でここでは測 っている。,

(19)先 見 とは違 う符号となった場合,一 応再吟味してみることももちろん大切である。

(20)一 つの試みがJones〔29〕 でなされている。
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(M)と その他あ属性(A)に よるコス トを引いたものの関数であると仮定し
ロ ユラ

よう。ここで便益を省いて考えることにすると,各 々の属性か ら発生する負の

効用をそれぞれ控除することか ら属性の例えば一次結合を考えて,こ れを 「コ
ねわ

ス ト」(generalisedcost)と 呼 んで取扱 うアプローチが示唆 され る。すなわち

G=k　 ZM十k`T十kαA

Q=SCG)

係 数 比ki/kは 二 つ の属性 の相対的重要度を表現 してお り,例 えば時間価

値(valueoftime)はk`/瀛 に よって示 され る。そ れゆえにあ る一つのk

で 「コス ト」を除する ことY'よ り共通 の単位で表現す ることが可能にな る。一

般には貨幣単位で表 わ され るが これが適切 とは限 らない。所 得が変化 す る場合

を考えれば,異 な る所 得階層を一括 してモデル化 されてい る場合には明 らかに
むの

貨幣単位での表現は適切でない。むしろ,時 間単位で表現する(す なわちk茜

で除する)方 が有効かもしれない。移動に要する時間の限界効用は,貨 幣的費

用よりも所得変化などの影響を受けにくいと考えられるか らである。このよう

に貨幣以外の単位によって表現 しうることは 「コス ト」の構成要素の うちか ら

適切なものを分析単位として選べることを可能にする。さらに,こ のようなモ

デルを用いれば,需 要の弾力性(通 常,集 計同時型モデルでよく推定される)

と各属性の価値の間の関係も容易に表現できるのである。

もちろんモデルの説明変数は,基 本的に 「費用」タイプの変数でなければな

らない。 したがって,行 動に対 して影響を持つ2次 的な社会経済的特性などは

除去する必要がある。さらに,選 ぼれた属性は,各 個人が実際に最小化 しよう

とするものでなければな らないか ら,変 数の定義方法にも注意すべきである。

所得な どの要素は,適 切な属性値を修正する要因として取扱えるであろ う。

(21)例 えば,ト リップ目的ごとにモデル化するなどの処理方法が考えられる。
(22)こ の際,特 に一次結合でなければならない理由はない。なお,こ こでの説明につい
ては,そ の多くを,GoodwinandHensher〔12〕 に負うている。
(23)Goodwin〔10〕 参照。
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すなわち所得上昇に伴 う貨幣価値の相対的減少により行動に影響 していると考

えるのである。 しか しこのような量的修正の手続はまだはっきりしてないし,

特に年令,性 別,自 動車の保有台数などのように,量 的意味を持たないものや,

属性 との関係がはっきりしない要素では不適当と思われる。消費者を同質の集
ロの くおラ

団にグルーピングして分析する手法などが考慮さるべきであろう。

N

このような非集計型モデルの実証研究の発展により,交 通需要の決定因の解

明が進め られてきた。 しか し,こ のアブmチ は個人の選好などに関する適切

な仮定に基づいていなければな らないし,ま た個人の選好に基づいた行動につ

いての議論では,社 会的な最適状態が生じる必然性はないことも注意すべきで

ある。

各種の交通問題の深刻化とともに,そ のような選択を行った原因の究明,そ

の背景にある個人の選好体系にも一歩踏みこむ ことが必要 となってきている。

従来は顕示選好(revealedpreference)の 考x方 より,観 測された行動を基

礎にして選好に関する実証的研究に接近していた。 しか し,こ のアブmチ に

よるモデルでは次のような仮定がおかれている。すなわち,全 ての独立な代替

案について個人は完全な知識を持って自由な選択をしてお り,さ らに情報探索

や学習のために必要な コス トがゼロであること,選 択に影響を与える属性の変
ロの

化 に 対 し て 連 続 的 に 反 応 し,習 慣 性 な ど が 無 い こ と な ど で あ る 。

(24)例 え ば,Hensher〔22〕 を み よ。

(25)こ こで は,属 性 の価 値,特 に 時 間価 値 に つ い て の議 論 に つ い て は,割 愛 して い る 。
GoodwinandHensher〔12〕 は,こ れ らに つ い て興 味 深 い命 題 を 提 起 して い る。筆

者 は,基 本 的 に,行 動 モ デ ルに よ る接 近 は,各 行 動 の制 約 につ い て の取 扱 い か ら,非

常 な 困難 に直 面 す る と考 え る。 な お,こ れ らの 評 価 の問 題 に つ い て は,例 え ば 次 の 文

献 を参 照せ よ,Hensher〔20〕,〔21〕,〔25〕,Daly〔5〕

(26)GoodwinandHensher〔12〕pp,11～13,HensherandStopher〔26〕,、 通 勤時 の

時 間 節 約 につ い て の先 駆 的研 究Beesley〔2〕 を見 て もわ か る よ うに,従 来 か ら ご く
一 般 に 認容 され て い た 。
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従来の研究でも,必 ず しもこれ らの厳 しい仮定をそのまま受け入れているわ

けではなく,適 合するような状況も合わせて考えようとしていたと理解さるべ

きである。しかし,行 動論的アプローチが強調されるに及んで,こ の課題に正
ロの

面か ら取 りくもうとしている。その結果,新 しい,よ り有効なモデルが開発さ

れ うるか否かは今後の課題である。

以下,わ れわれは,こ れまでの研究の結果,従 来ほとんど顧 りみ られてい

なかった,し かしけっして無視することのできない点を明らかにすることにす

る。本節では,そ の うち,非 集計型モデルでも分析が可能と考え られる,習 慣

性とか閾値の問題を指摘する。そ して,次 節ではこのようなフレーム ・ワーク

では分析が困難であると思われる点について述べる。

非集計行動モデルV`い ては各消費者が選択可能である代替案全てについて

完全な知識を持っていると仮定されている。また提供される交通サービスの諸

属性の相異などに対 し,合 理的な選択 行動 を行っているとして取扱われてい

る。 しか し,実 際の現象を見ればわかるとお り,個 人が移動のたびに,慎 重Y'

全代案を検討 しているとは思われない。むしろその選択にあたっては,習 慣性

とか先入観などの影響が存在すると考xる べきである。

まず,1つ の移動属性の値をとってみても,個 人が知覚 している値 と現実値

が一致 しているとは限 らない。特に 日常の行動とは異なる行動パターンについ

ての情報は,ほ とんど持ち合わせていないと考えてよい。通勤者v`関 する研究

において,鉄 道やバスの日常的な利用者は非利用者よりも運賃や所要時間につ
くが ラ

いて平均的に的確に知覚 しているこ とも報告 されてい る。

日常的に利用 してい る交通手段 につ いてで も,適 切に知覚 してい るとは限 ら

ない。先ほ どの研究においても,バ スの待ち時間Y'つ いて,バ ス利用者 で も知覚

値は現実の値をは るかに超過 してい る(平 均,出 勤時で1.45倍,帰 宅時は2.71

(27)GoodwinandHensher〔12〕p.56.

(28)0'FarrellandMarkham〔40〕.Guttman〔13〕 も参照せよ。
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倍であった。なお自動車利用者ではそれぞれ1.87倍,2.95倍 である)こ とが指

摘されている。また,自 動車利用者 自らが負担 している貨幣的費用(ガ ソリン

・オイルの消費 ,タ イヤの磨耗,さ らには自動車の減価償却,保 険費用など)

を適切に把握しているとは考xら れないし,所 要時間などの情報 も不確実であ

ると思われる。さらに個人間の比較ではかなりば らつきがある。

頻度の小 さい,不 規則的な移動を行 う場合には,さ らにこのような前提条件

が満たされているとは思われない。特に時間や貨幣的費用以外の属性について

は,消 費者が経験を持たない限 り,そ の知覚値と現実値の間に差があっても不

思議でない。

公共輸送機関の運賃の変化とか,ダ イヤの調整などにより乗換に要する時間

を減少させた りするなどの戦略の影響を予測す るうえで も,知 覚と現実の間の

関係についての一層の解明が必要であろ う。さらに通勤手当など,移 動者が移

動Yr必 要な貨幣的費用を自ら完全に負担 していない場合もあ り問題は復雑であ

る。

以上の問題は消費者の選択にあたっての言わば心理の問題に拡張することが

可能かもしれない。

消費者は,あ る時点で1つ の行動(例 えば通学)に 対するすぺての情報を入

手することができるかもしれない。 しか し,こ の情報探索の努力は,そ の行動

の結果発生すると予想される便益 とか,各 個人の所得,嗜 好,計 画能力などに

影響される。さらに,い ったんこの行動に関する意思決定を行ってしまえば,

環境の変化などにより再評価を行 うようになるまで行動は習慣的になると言っ
ねの

て も過言で はな い。

交 通需要 の 研究 にお いて は,多 くの場 合,通 勤 に 焦 点が あて られ てきてい

る。 ピーク時の交通混雑 の激化に伴ない,乗 客のほ とん どを占め る通勤交 通の

(29)Hensher〔19〕 は,「 習慣期(habitperiods)」 と 「意思決定期(decisionperio-

ds)」 を明確に区別している。もちろん,突 発的な状況は別とした議論である。
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解明が,交 通計画や政策の樹立にとって不可欠であることも一つの理由として

あげ られる。他方,通 勤交通が頻度の高い,規 則的なものであるために,選 択

肢に関する知識を充分持ち合わせて選択を行っているものと推測されることも
くヨの

その一因と考え られる。しかしなが ら,こ のように頻度の高い規則的な行動は

習慣性を持つものと想像され,け っして適切な情報を保有しているとは思われ

ない。消費者の行動が習慣的になれぽ,も はや体系的に情報を探索した り,新

たな情報を現在の選択可能性についての集合に組入れた りは しな くなると考え

るべきである。自らが利用している交通手段に関する情報でさえ注意 しないこ

とがあるか もしれない。

けれ ども,こ のような状態が永続するわけではなく,例 えば以下で示される
くヨユ　

誘因により,習 慣的な行動様式の変更を考慮するようになるであろう。

まず第一に考}xら れるのは,消 費者がそれまでの移動パターンに対 して不満

を感 じるようになった場合である。次に,別Y'L本 人が探索 していたわけではな

いが,例 えば公共輸送機関の広告とか他の消費者との接触などにより与えられ

た情報で,再 評価への動機が形成されるかもしれない。 さらY`住居や勤務先の

変更などにより,再 検討せざるをえな くなる状況に追いこまれることもある。

また,結 婚,新 生児の誕生,昇 進などのライフ ・スタイルの変化により,行 動

欲求とか制約条件が変わ り再び意思決定について検討を始めることも考えられ

る。
くヨの

このような習慣性などによる,人 々の反応の不連続さをモデルに導入するこ
くヨの

と は 非 常 に 困 難 で あ る が,例 え ば 閾 値 の 利 用 が 考 え られ る 。

(30)GoodwinandHensher〔12〕p.17.

(31)Heggie〔16〕p.117.

(32)す べ て を習 慣 性 で表 現 す るの は無 理 が あ るか も しれ な い 。例 えば 特 定 の交 通 手 段 に

対 す る嗜好 な どの 影 響 も考 え られ る 。

(33)Goodwin〔11〕 に よ り,詳 細 な説 明が 行 わ れ て い る。 た だ し.実 証 的 な もので はな

い 。 そ の 他,閾 値 の 必 要性 に つ い て は,Hensher〔19〕,Heggie〔15〕 もみ よ 。
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いま,個 人Zが2種 類の交通手段(自 家用車 とバス)の 選択を両者の 「コス

ト」のみに基づいて考xて いるものとする。交通手段に対する嗜好 とか 「コス

ト」により完全に属性を把握 していないことも考慮 して,両 者の差(G)が 特

定の値(経 済的閾値,economicthreshold:E)よ り小であれば自家用車を選

択 し,大 きければバスを選択す るものとする。P盛をバスを選ぶ確率 とすれば,

Pz= {1:::謹:
各個人それぞれの経済的閾値は同一

ではないであろうか ら,何 らかの分布

に従 っていると仮定すれば,習 慣性が

存在 しない場合のモデルの作成が可能

となる。例えぽ平均値が0で 分散が1

の正規分布を しているとすれば,第1

図のような選択確率曲線を描くことが

できる。

ここで,同 じく 「コス ト」の次元で

習慣性閾値(habitthreshold:h)を
くヨの

導入する。経済的閾値を超えたのち,

手段を変えるまでにさらに必要 となる

「コス ト」の変化量に よってその大き

さが測定 されるとする。また自家用車

からバスに転換する場合も,そ の逆の

自家用車を利用

第1図

第2図

バ スを利用

場合 も同じであるとする,す なわち個人Zの 選択曲線は第2図 のように表現さ

れる。上述のように経済的閾値に対して分布を仮定すると,全 体の選択確率曲

(34)こ こでは,と りあえず,こ の値は各個人同一であると仮定する。
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線は第3図 に示されるようになる。曲

線は2本 とな り,そ れぞれはコス ト差

が拡大途上にあるか,縮 少 しているか

による。すなわち拡大 している場合に

は,下 側の曲線を用いて自家用車か ら

バスへの転換を推定できる。今,減 少

しているコス ト差がX点 で拡大 しはじ

めたとしよう。 しか し,図 か らもわか

るように,自 家用車か らバスへの転換

87

第3図

は直ちに発生するわけでなく,G軸 方向へ平行移動する間は変化が生じない。

このように,こ の習慣性閾値の導入は,単 にその時点の変化だけではなく,

それまでコス トが増加傾向であったか,減 少傾向であったかの影響を受ける,

いわゆる履歴効果を生 じる。 このことは,い ったん交通手段か らの転移の トレ

ンドが形成されたならば,そ れを逆転させるためには相当な努力を要すること

を示 している。具体的にいえば,衰 退傾向にある公共輸送機関へ 自家用車か ら

乗客を呼び戻すために必要な政策(運 賃値下げ,速 度や快適性などのサービス

の質の向上など)は,公 共 輸送機 関か ら自家用車への転換が生 じた ときより

も大きなコス ト次元での変化をもた らすものでなくてはな らないことを意味す
くヨの

る。これはまた現実 とよく合致 しているように思われる。

よ.り長期的な分析においては,消 費者の反応ば仮定されたものに近づ くと考

えられる。 しかし短期の場合Yrは,明 らかに閾値を選択行動の説明に導入され

ねばならない。また,通 常の分析ではクロスセクション・データが使われてい

るが,こ れを長期的な行動のモデルに用いることは問題がある。

今後,こ れ らの点を考慮 したモデルの開発が必須 となることはい うまでもな

い。一方で,知 覚 と現実の関係について,特 に,常 に過大評価ない し過小評価

(35)Goodwin〔11〕p.98,
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する個人の特性,そ の評価が行動に与える影響についての実証的研究の進展が

期待される。さらに,わ れわれはここでは交通手段選択の側面だけY'つ いて論

議 してきたが,移 動目的地の選択においても同様なことが言えることに注意す

べきである。すなわち,あ る活動を行 うための場所として,す べての可能性を

考慮するとは限 らないし,習 慣性などの影響が充分考え られるのである。

V

最近になって,交 通需要の決定因Y'つ いてより広範な結論が行われるように

なった。移動とは,あ る活動を特定の場所で行 うために必要な過程であるとの

考え方が,的 確な需要予測モデル作成のためにも強調されるようになった。交

通需要は,通 常派生需要として取扱 うべ きものであるか ら,こ のような観点は

当然の方向と言 うべきである。しかし従来のモデルではあまり注意されていな

か った。

移動の構造が明らかY'な るにつれて,よ り広範な影響要因が考慮されるよう
くヨの

にな り,既 存のモデルの変数も拡張されてきている。けれども,個 人の行動の

再現を考慮している非集計モデルでもその試みは,い まなお未完成である。特

に,交 通サービスの属性に関連する変数とその他の次元の諸変数を,単 に適合

度を改良させるためだけに並列的な形で導入することは,既 述のとお りモデル

の概念上疑問をはさまざるをえない。

さらY',そ の変数の設定の仕方についても検討の余地がある よ うに 思われ

る。例えば,交 通サービスの属性以外Y'次 のようなものが導入されている。ま

ず個人の社会経済的な変数 としては,家 計内の通勤者の人数,自 動車の保有台
くヨわ

数,免 許保有者数,子 供の数,住 居 タイ プ,職 業,所 得,人 種,部 下 の人 数,

(36)第 皿節も参照のこと,そ の他非集計型モデルの実証例については註12で あげた文

献,さ らにManheim〔35〕 な ども参考にせよ。

(37)所 得 当たりの運賃など,交 通サービスの属性に対する修正に利用され ること もあ

る。
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世帯主かどうかなど,土 地利用や立地に関連する変数としては,距 離,目 的地

がCBDか 否か,勤 務先の規模,地 域内の総従業者数,従 業者密度および小売

従業者密度などが組込まれている。

このような要素が交通選択に対して何 らかの影響を持つことは事実であろ う

が,こ の間接的な代理変数を他の属性と並列的にモデルに導入することはたや

す く認容されるものではない。 とくに土地利用や立地に関連 している諸変数が

実際の個人の行動にどれほど直接的に影響 しているのかは全 く不明であると言

ってもよいだろ う。

さらに,こ れまでの研究においては,予 測される交通需要はある単一の目的

しかもたない,一 つのOD間 の一方向の移動でしかない。すなわち,従 来は各

トリヅプエン ドで分断されて取扱われてお り,1日 単位での人の動きを把握し

ているわけでない。例えば,「 出勤」→ 「買物」→ 「帰宅」とい う三角形の軌

跡を持った個人の連続的な行動パターンも,3ト リップとして計上され,各 々

の トリップが全 く独立に取扱われている。従来のモデルでは,一 日の トリップ

数や訪問数の変化はけっして予測できない。一 日のうちで通勤と買物をしよう

とする人は,買 物を出勤前か帰宅後に行 うか,そ れとも出勤途上ないし帰宅途

上に立寄るか,勤 務先か ら休憩時に出向くかなどの五つのパターンか ら,各 種

の制約条件をかんがみて選択をし,現 実の行動を行っているのであるが,こ の
くきの

よ うな点についての配 慮が全 く欠けている。

徒歩以外 の自己運送手段の普 及 した現 在では,活 動 の連鎖 の結果 と して発生

す るもの と移動を把握す ることは大 切であ る。特 に,自 動車使用に対す る交通

コ ン トロールの各種政策の評価 に とって欠 くべか ざる要素 となる。

各個人の トリップの連鎖だけでな く,さ らに家計内の相互依存関係に も注 意

(38)備 後都市圏パーソソ・トリップ調査(昭 和54年)に よれば,1日 のうち訪問先が1

ケ所だけで,そ の地点との往復だけをする人は,全 体の62.5%で しかない。近藤〔34〕

P.115。 またデータは古いが,昭 和39年 の第一生命職員の行動調査では,帰 路直行型

は平 日で57.5%.土 曜 日は,26.0%に す ぎない。水野 〔37〕pp.62～63.
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を払わなけれぽな らない。交通政策の有効性は家計内の行動パターンがどの程

度変化するかによって左右 され る。すなわち,家 計の内外での二次的な活動へ

の影響も配慮する必要がある。

より現実に即したモデル構築ならびに分析のためには,次 に示されるような
くヨの

言わば行動に対する制約もけっして軽視 してはならない。

(1)ト リップ発生側の制約

まず第一に,各 家庭のモビリティ(mobility)の 水準が重要な要因として挙

げ られる。自動車を保有しているか,保 有 している自動車の種類,台 数,さ ら

に自転車,オ ー トバイの保有などの条件は,明 らかに行動パターンに影響 して

いる。単に毎 日の活動範囲を直接的に限定す るだけではな く,住 居地,勤 務地

(フ ルタイム以外も含む)の 選択の範囲に作用することで間接的にも影響 して

いる。もちろん,逆 に住居などの選択が これ らの交通手段の保有を促すことも

ある。

次V',免 許保有者が誰であるかが問題 となるだろう。今 日,免 許取得可能年

齢に達 した男性のほとんどが取得しているようであるが,女 性の場合は必ず し
ロの

も同様ではない。特に主婦では,そ の必要性,利 用可能な自動車等が存在する

か,免 許取得のための時間的余裕などの影響 も受けるようになる。

また,そ の保有交通手段に対する優先権が家族の中の誰にあるかも注意 しな

けれぽな らない。この場合同乗の可能性についての配慮も必要である。r基本的

には,主 たる通勤者(世 帯主)の 通勤において選択する交通手段V'影 響される
ほ ユ　

と思 われ る。 さ らに交通手 段の選択 権が誰 にあるのか も問題に なる。

(39)例 えばHensher〔23〕,Heggie〔16〕,HeggieandJones〔17〕,Jones,〔30〕,

(40)我 が国において,男 女別に免許証適齢人口に対する保有者をみると男性で70.2%,

女 挫で29.8%と なってお り,「20～24歳 」では男性は87%,女 性は50.6%で ある。

(警察庁 ・昭和56年7月2日 発表)

(41)い わゆる通勤者のいない家族(例 えば自家営業者)で は,そ の業務に必要な交通手

段の影響を受ける。ただ,我 が国の大都市圏域のようYom.公共輸送機関網が発達 して

おり,一 方で道路や駐車場の不足のため自動車の利用に対し制約があると考えられる
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公共輸送機関の利便性も忘れ られてはならない。特に自動車を保有 していな

い家計では,徒 歩,自 転車,公 共輸送機関などを用いて日々の諸活動を行わざ

るをえない。 自動車を保有していたとしても,家 族の成員全ての欲求Y'対応で

きるわけでない。自動車が通勤等で使用されているため残 っていない場合には

他の成員はその帰宅を待つか,新 たに保有するか,さ もなくば,公 共輸送機関

等に頼 らざるをxな い。

さらに近隣住民との間に自動車の相乗 り(car-pooling)を 行えるような環

境が存在するかどうかについての注意 も必要である。特に公共輸送機関による

サービスの提供が充分ではなく,実 際上 自動車に頼 らざるをえない地域では重

要である。単に通勤だけではなく,通 学,買 物,そ の他複合的なものまで各種

の相乗 り形態が考え られる。いうまでもなく,こ れは選択範囲Y`対 する制約と
くるの

なる。

これ らの事実は トリップの頻度,目 的地,交 通手段,ル ー ト,そ して時とし

て時刻などの次元だけで取扱 うことは不充分であることを示唆する。個人の代

替案の範囲はより広 く,ま た各行動および個人間の連鎖Y`も 注意を払わねばな

らない。交通政策などによる環境の変化に対 しての個人の対応には,通 常かな

りの程度の順応性が存在する。

しかし,こ のような対応のプロセスの存在は個々の交通政策に大きく影響す

る。例えば,ピ ーク時交通量を抑制するためにフレックス ・タイムを導入した

としよう。それYYも かかわ らず一部の人々は同乗者などの制約のために導入以

前と同じ移動を行 うかもしれない。また,ピ ーク時に通勤するため自動車を利

用 していなかった人々が,時 刻を変更できることか ら,さ らには,よ り自由に

別の活動へ時間を配分できるために自動車を利用するようになる場合も考え ら

場合,こ のような,家 族内の調整は比軟的少なく,各個人が独立して行動しているか
もしれない。

(42)も ちろん,よ り個人vベ ルの制約条件,健 康状態,手 荷物,緊 急性などについても
注意すべきである。
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れる。 ピーク時の交通量の若干の減少と引換えに,自 動車交通量の全般的増加

とそれに伴 う各種の問題点の顕在化,公 共輸送機関利用客の減少などの事態を

招 くこともありうる。

自動車の利用に対する各種の規則政策の有効性につし・ても同様のことが言え

る。全 く反応を引き起 こさない場合も,単 に混雑現象を他の場面に転化させる

だけの場合も,さ らにこのような順応性に注意が払われていなかったために予

期 しえなかった結果を招き,資 源の浪費をもた らすこともあ りうる。
の ヨラ

実際,各 個人は環境の変化に対 して,個 人の活動パターンの再考を行 うとと

もに,家 族内の成員の間での連係パターンの再調整,さ らには近隣の住民との

問でも再評価を行うのである,行 動を表現 したと主張される非集計型モデルで

も,明 らかにこのような点に対する配慮が欠けている。

以上のような点は,そ の家族がどのライフ ・サイクルの段階にあるかによっ
ほの

て影響 され るとの指摘 が行 われ ている。家族 の状況は,直 接行動に対す る制約

とな る(例 えば 幼児 の存在 は行動半径を狭め るであろ う)ば か りでな く,時

間に対す る制約 を課 した り(食 事 をさせ る時刻を注意 していなければな らない

な ど),さ らに個人間で行動 を調整す るとい う複雑な問題を提供す る。

子供の存在 は明 らか に重要 な要素であ る。その存在は,徒 歩で移 動す ること

が可能であ りそれが許 され る環境で ない限 り,行 動に対 しては保護者 を必要 と

す る。 したが って家族 内各員 の自由な行動のための障害 とな り,そ の移 動パ タ

ー ンに も大 き く影響す る
。例 えば,時 間等で劣 っていて も混雑 のない交 通機 関

を利 用 した り,保 有 してい る自動車 の優先的利用権が子供 に移 行 した りす るこ

とが考え られ る。

(43)地 方都市での登下校時間変更の影響についての報告が,HeggieandJones〔17〕

pp・122～124で なされている。 その場合やはり一番注目すべきは,家 族内での活動

の再調整についてである。

(44)Heggie〔16〕PP・107～110,HeggieandJones〔17〕PP.128～130,さ らに,姫

野 〔27〕〔28〕も参照のこと。
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子供が成長 してゆ くと共に,よ り複雑な様相を呈する。とい うのも成長と共

にその行動欲求も増大し,家 族内での調整がより重大になるか らである。子供

が成人に達してさらに結婚したとしても同居している限 り(な い し近隣に居住

する限 り)事 情は全 く変化ない。3世 代同居となると事態はさらに 複 雑 に な

る。

このようなライフ ・サイクルの変化は,そ の保有する交通手段の種類 ・台数

に対して当然影響すると考えられる。それは単に保有の必要性だけではなく,

保有Y'あ たっての経済的制約 としても働 く。特Y'女性の場合,免 許の保有に対

してもライフ ・サイクルのどの段階であるかに影響されるであろう。また近隣

家族の構成員との間の相乗 りについても,ラ イフ ・サイクルの段階が同一の家

族間において発生する可能性が高いことは容易に推察される。

このように,家 族の構成などがどの段階Y'1.あるかY'よ りその移動パターソは

かな り影響されると考え られる。それ以外の家族の属性(例 えば家族全体の所

得額)も 軽視されてはな らないが,ラ イフ ・サイフルの移行は,最 も大 きな要

因 と考え られる。むしろ所得は,各 ライフ ・サイクルの段階ごとの集合の中で
ロゆ

のみ有効であるかもしれない。

(2)費 用,時 間,そ して空間の制約

人間の活動が時間と空間の中で行われている以上,行 動パターンの把握もこ

のような時空間の中で行われなければならない。従来のモデルにおいては時間

および空間,さ らに費用の制約の持つ役割を軽視 しがちであった。移動に要す

る費用や時間が個人の利用可能な総量に比して小さいとい う点は,こ のことを

け っして正当化 しない。さらV'空間については,ほ とんど明確には意識されて

いない。

出勤時刻,登 校時刻には動か し難い制約が存在するし,店 舗その他の諸施設

でも利用可能時間が限 られている。業務 トリップY`い ても到着時刻(時 とし

(45)Heggie〔16〕p.110.
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て出発時刻にも)に 制約が課せ られていることがあり,ま た活動Y'よ っては最
くるの

小所要時間が存在することも多い。したが って状況によっては5分 の遅れであ

っても,活 動を不可能にする場合 もある。移動に要する時間やその時刻の変化

の影響は,け っして軽視 されてはならない。

活動によっては,そ の開始時刻と継続 時間 を任意に変更できることもある

が,全 てが可能なわけでない。一 日のうちで,必 ず一定の場所Y'滞 在しなけれ

ばな らない時間があるであろう。すなわち,24時 間は,一 連の制約のついた何

時間かのブロックか ら構成 されていると考えるべきである。

費用面の制約は時間ほど厳 しい ものではないと思われる。何故ならば,時 間

とは違い,節 約することも他の局面へ転嫁することも可能だか らである。しか

しこれ らのことはけっして費用要素の重要性を否定するものではない。

空間的な制約が存在することは言 うまでもない。従来のモデルにおいても,

トリヅプの目的地として考慮されているが,既 述のように活動の連鎖に対する

配慮が無いために適切でない。単一の目的(着 地での活動)の ための1ト リッ

プごとに,目 的地と交通手段などを選択 しているとは限 らない。目的 地 の選

択においても,そ の日の前後に行 う活動の場所(さ らY'前後で利用する交通手
ほわ

段)の 影響を大きく受けていると思われるし,時 として活動の選択でさえ,当

該施設の存在地点がそれ と連鎖される場所か ら考えての利便性に影響されるこ

ともあるだろう。

ある諸施設の分布のもとで,人 々は各自の活動欲求と自由に使える時間,費

用,利 用可能な交通手段などを考慮しなが ら日々の行動パターンを設定 してい

る。発生側における制約と同様に,吸 引側の制約,時 間,位 置(交 通機関か ら
む む む

のアクセシ ビリテ ィも含めて)も 重要であ り,各 自はそ の時空 間につい てのス

ヶ ジュール(time-spacebudget)Y'従 って判断 している。

(46)所 要時間の予想や公共輸送機関における運転間隔などの影響が考えられる。

(47)特 に,そ の日の第1ト リップで利用した交通手段の影響が大きい。近藤 〔34〕pp.
116～117.出 社後の活動に必要なために,自 動車を選択することも考えられる。
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N

以上の議論か らも明らかなように,交 通需要を分析 しまた需要予測を考える

うえで,そ の多次元性に留意 しなければな らない。この場合,交 通サービスの

諸属性を移動の全過程におたって(す なわち,代 表交通手段だけではなく,ト

リップの起点か らそれまでのアクセス,ま た目的地でのアクセスをも含めて)

的確に考察することも,も ちろん大切であるが,活 動の連鏡 人間相互間の依

存関係,さ らに時間 ・空間の制約などは,・交通需要(δいおば枠組を設定 してい

るだけに重要である。

'このことは
,人 間の行動そのものを理解することが包括的に人々の移動を理

解するための基礎となるとい う,い わゆるアクテ塚ビティ・アプローチが重要

であることを示唆する。このアブRチ は,基 本として,1日 の諸活動な らび

に移動の連結状態に焦点をあて,時 間,空 間,そ して活動の3要 素の相互依存

関係Y'注 意を払お うとしている。 この際,時 間は活動の発生時刻と活動Y'費 や
ほの

され る時間 の両者を含んで捉 え られている。

交通需要が派生需要 として通常 発生 する ことを強調 した このア プ ロ ー チで

は,従 来の モデルでは考慮す ることが困難 であった諸要素を導入で きる可能性

があ る。す なわち,基 本的に,現 実Y'行 わ れた行動に もとついて交通現象に接

近 してい るのであ るか ら,消 費者 の非合理 的行動,誤 認,習 慣性,変 化への抵

抗,さ らに,ト リップ発生 におけ る各種 の制約,時 間 ・空間の制約等 々を考慮

しよ うと してい ると考 え られ る。 したが って,よ り適確に交通需要を説明で き

る一方で,多 様な交通政 策(交 通 コン トロール,出 社 ・退社時刻や登下校時刻

の変更,相 乗 り制度等 の導入,公 共交 通機関 の魅力を向上す るための各種手 段

な ど)の 評価や,土 地利用 ・立地 の変化 の影響 の解 明を 可能 にす ると 思 わ れ

(48)Hemmens〔18〕,ま た,Kobayashi〔33〕,BurnettandThrift〔5〕 ・さらに,

Jones〔30〕,近 藤 〔34〕な どを参照せよ。
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る。

しか し,そ のためには定性的な理解を,量 的で検証可能な仮 説に どの程度
くるの

置 き換 えれ るかが問題 となろ う。その一 つの方向 と し て 有名なのがHATS

(Household-Activity-TravelSimulator)と 呼 ばれ るゲ7ミ ング ・.シミュ

ヒニ シ尹ンで拳るρ環境の変化に対す る世帯の反応 を適切Y'予 測す るこ とが可

能 とさμ:(い るが,マ クロ的な レベ でレで リモデIL構 築 には至 ってお ちず,、まだ
おの

開発段階と思われ る0ま た交通需要のヒエラルキ門セこ基づいて非集計型モ7'/L
おユ　 ロ

を段階化する諒 タ も行 われ ているが ・問 題 点も多いし ._,

過 去 の実績か ら導出 され た諸 変数 の関係が将来にわた?て 妥当性を,もつかど

彡か 然理論的に基礎づけ る作 業は相当な困難 を伴 な5。 しか しジ そ,の た φに

も乳交通需要 の構造についての理論 的 ・実証 的研究 の一層の蓄 積が必要であ う

う。r.鹽 、旨 ∴.,

(49)GoodwinandHensher〔12〕p.9.一

(50)さ らに,環 境の変化に対する情報入手や学習の過程は,ま だ考慮されていない。

Jones〔29〕P.123.そ の他HeggieandJone8〔17〕,Jones〔30〕 参照。

(51)Ben-AkivaandAtherton〔3〕 ・ ド、
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命題1.個 人述 移動 の諸 属 性 に対 して くだす 評価 は,意 思 決定 過 程 に お け る貨 幣 と時 間

の限 界効 用 な らびに 総 効 用 の相 対 的重 要 度 に よ って 影響 され る。

命 題2.移 動 め総 所 要 時 間 は,徒 歩 時 間,待 ち時 間,乗 換 に 必要 な 時 間,乗 車時 問 に分

け て 扱 うべ き で あ る。さ らた 乗 車 時 間 は 同質 で な く,例 えば 乗 車 中 の停 止 時 間 と

走 行 時 間 に分 離 す るな どの注 意 が 必 要 で あ る 。

命 題 氏 重ス トや麦 通 手 葮 選 択 モ デ ルに 含 め るた めに,政 策 の影 響 を考 察 で き る適 切 な

単 位 で,よ り多 くの移 動 属性 変 数 を 発 見 し よ うとす る研究 は,と もす れば 各 交 通

、手 段 の 共 通 変 数 となる よ うな変 数 を 見 い 出す ことか らは 乖離 しが ちで あ る。

命 題4.移 動 者 は,習 慣 の形 成 や情 報 入 手 の 遅 れ,知 覚 の誤 差 な どの原 因 に よ って,利

∴ 用 交 通 手 段 を 転換 す る こ とに抵 抗す る。・

命 題5.選 択 や 全 所要 時 間た 対 す る質 的 影 響 が 異 な る 負 め効 用 に対 す る,ス ペ シ フ 盆ケ

ー シ ョン誤 差 を最 小 限 に す るた め,取 入 れ られ なか った 要 素 の相 対 的 な 負 の 効用

の大 き さが ゼ ロ とな る よ うに 選 択 状 況 を 限 定す べ きで あ る。

命 題6.選 択 す る際 に 伴 な う不 確 実 性 は,時 間 価値 の 推定 に 重 大 な バ イ アス を 生 じさ せ

,・ る。
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命題7.ピ ーク時移動者による移動時刻の代替性は,時 聞価値に接近するのに有用な方

法である。

命題8.経 済の再生産に家事労働も貢献しており,そ の貢献度はシャドウ ・プライスを

持つはずである。家嘉担当老の時間配分は市場での労働,自 宅における労働,レ

ジャーの三種に分けて分析されるべきである。

命題9.選 択肢を定義する方法は次の三種類考えられる。すなわち 「通常利用 している

交通手段とその代替案」,「選好する交通手段とその代替案」,「ある特定のオプシ

ョン(例 えば手段1=自 動車)と,そ れに対するもう一つのオプション(例 えば

手段2=バ ス)」 である。

命題10.交 通需要予測に対 しても,時 閲単位で表現する手法は適切であるが,乗 車時間

ではなく徒歩時間を基準に用いるべきである。

命題11.移 動時間節約の価値を改訂する場合は,総 賃金率の平均を用いるよりも,時 間

価値を個人の現実の可処分所得に関連づけるほ うが適切である。

命題12.自 動車による移動に関連する選択状況では,費 やした時間の実際値と基準値の

差は,自 動車に乗っ七いる人,各 自が負担(享 受)し ている。他方,貨 幣的費用

では完全にはわかっていないが,い くつかの事例では運転者が常に全額負担する

ことを示唆している。


